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韓
国
の
電
子
商
取
引
発
展
に
お
け
る
軍
事
技
術
の
民
間
移
転
事
業

――
C
A
L
S
の
民
間
移
転
に
関
す
る
金
鐵
煥
の
役
割
――

宮　

本　
　

悟

は
じ
め
に

現
在
、
世
界
で
は
多
く
の
人
々
や
企
業
が
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
な
ど
を
通
じ
た
電
子
商
取
引
（E

C
: E

le
ctro

n
ic C

o
m

m
e

rce

）
を
利
用
し

て
い
る
。
発
注
や
受
注
、
企
画
、
設
計
な
ど
幅
広
い
範
囲
で
企
業
間
の
取
引
が
行
わ
れ
、
一
度
も
お
互
い
の
企
業
に
出
向
く
こ
と
な
く
、
す

べ
て
の
取
引
が
成
立
す
る
こ
と
も
あ
る
。
企
業
間
だ
け
で
は
な
く
、
一
般
の
顧
客
も
、
販
売
店
に
行
か
ず
に
欲
し
い
商
品
を
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

で
見
つ
け
て
発
注
し
、
電
子
マ
ネ
ー
な
ど
で
代
価
を
支
払
い
、
配
達
に
よ
っ
て
商
品
を
入
手
で
き
る
。
電
子
商
取
引
は
、
従
来
の
取
引
に
比

べ
、
時
間
と
費
用
、
手
間
を
省
き
、
効
率
の
高
い
取
引
を
実
現
さ
せ
、
社
会
全
般
で
広
く
利
用
さ
れ
て
い
る
。

現
在
で
こ
そ
社
会
で
幅
広
く
利
用
さ
れ
て
い
る
電
子
商
取
引
で
あ
る
が
、
も
と
も
と
は
軍
事
用
で
あ
っ
て
、
兵
站
支
援
の
た
め
に
米
国
防

総
省
で
開
発
さ
れ
た
規
格
か
ら
始
ま
っ
た
。
そ
れ
は
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
を
使
っ
た
兵
站
支
援
た
め
の
規
格
で
あ
り
、
C
A
L
S（C

o
m

p
u

te
r 

A
id

e
d

 L
o

g
istics S

u
p

p
o

rt

）
と
呼
ば
れ
て
い
た
）
1
（

。
米
国
防
総
省
で
開
発
さ
れ
た
こ
の
C
A
L
S
こ
そ
が
、
後
の
電
子
商
取
引
の
標
準
規
格

の
原
型
と
な
っ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
C
A
L
S
は
、
軍
事
用
と
し
て
開
発
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
が
、
民
間
で
も
利
用
さ
れ
、
商
取
引
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に
大
き
な
変
革
を
も
た
ら
し
た
の
で
あ
る
。

も
ち
ろ
ん
C
A
L
S
だ
け
で
は
な
く
、
軍
事
用
に
開
発
さ
れ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
現
在
で
は
民
間
人
の
社
会
生
活
に
不
可
欠
な
も
の

に
な
っ
た
も
の
は
数
多
く
あ
る
。
電
子
商
取
引
に
よ
く
使
わ
れ
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
も
、
米
国
防
総
省
の
高
等
研
究
計
画
局
（
A
R
P
A
）

が
開
発
し
た
A
R
P
A
N
E
T
が
始
ま
り
で
あ
る
。
た
だ
し
、
軍
事
用
に
開
発
さ
れ
た
技
術
が
ど
れ
ほ
ど
民
間
に
普
及
す
る
か
は
、
各
国

に
よ
っ
て
程
度
の
違
い
が
あ
る
。

韓
国
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
や
電
子
商
取
引
が
短
期
間
で
普
及
し
た
こ
と
で
知
ら
れ
て
い
る
。
韓
国
で
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用
者

数
が
一
九
九
九
年
頃
か
ら
急
増
し
た
。
一
九
九
八
年
に
は
、
百
人
当
た
り
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
使
用
者
が
、
韓
国
で
は
六
・
七
八
名
で
あ
っ

た
の
に
対
し
、
日
本
で
は
一
三
・
四
一
名
で
あ
っ
て
、
日
韓
で
は
大
き
な
差
が
あ
っ
た
。
と
こ
ろ
が
、
九
九
年
に
は
、
韓
国
の
二
三
・
五
五

名
に
対
し
、
日
本
で
は
二
一
・
三
九
名
で
あ
っ
て
、
大
差
は
な
い
が
逆
転
さ
れ
て
い
る
。
二
〇
〇
八
年
で
も
、
韓
国
の
七
六
・
五
名
に
対

し
、
日
本
で
は
七
五
・
四
名
で
あ
っ
て
、
ほ
と
ん
ど
同
じ
水
準
で
は
あ
る
が
、
僅
か
に
韓
国
が
多
い
）
2
（

。
後
述
す
る
が
、
対
G
D
P
に
お
け
る

電
子
商
取
引
額
の
比
率
も
、
韓
国
が
日
本
を
上
回
っ
て
い
る
。

韓
国
で
、
民
間
に
電
子
商
取
引
や
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
が
急
速
に
普
及
し
た
の
は
、
民
間
側
の
需
要
が
高
か
っ
た
こ
と
が
要
因
と
考
え
ら
れ

る
が
、
そ
の
需
要
を
満
た
す
だ
け
の
イ
ン
フ
ラ
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
や
技
術
が
す
で
に
整
っ
て
い
た
こ
と
も
注
視
す
る
必
要
が
あ
る
で
あ
ろ

う
。
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
普
及
の
た
め
の
基
盤
構
築
に
関
す
る
韓
国
政
府
の
役
割
に
つ
い
て
は
、
一
九
九
九
年
三
月
に
韓
国
政
府
が
発
表
し
た

「
サ
イ
バ
ー
コ
リ
ア
21
」
構
想
を
中
心
に
し
て
日
本
で
も
よ
く
論
じ
ら
れ
て
き
た
）
3
（

。
し
か
し
、
電
子
商
取
引
に
使
わ
れ
る
C
A
L
S
の
普
及

に
つ
い
て
は
、
研
究
さ
れ
た
こ
と
が
な
い
。

韓
国
に
お
け
る
C
A
L
S
の
民
間
普
及
は
、
当
初
、
政
策
と
し
て
行
わ
れ
た
も
の
で
は
な
く
、
韓
国
国
防
部
傘
下
の
総
合
大
学
大
学
院

で
あ
る
国
防
大
学
院
の
教
授
で
あ
っ
た
金
鐵
煥
の
活
動
に
よ
っ
て
始
ま
っ
た
。
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、
ま
ず
韓
国
の
電
子
商
取
引
の
状
況
と

米
国
で
の
C
A
L
S
の
発
展
を
説
明
し
た
上
で
、
韓
国
の
電
子
商
取
引
発
展
の
初
期
に
行
わ
れ
た
C
A
L
S
導
入
の
過
程
を
検
討
し
、
金
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鐵
煥
の
活
動
記
録
や
論
文
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
を
中
心
に
し
て
、
金
鐵
煥
が
C
A
L
S
を
民
間
に
普
及
さ
せ
よ
う
と
し
た
目
的
を
明
ら
か
に

し
た
い
。
そ
の
上
で
、
国
防
部
や
情
報
通
信
部
、
動
力
資
源
部
（
現
、
産
業
資
源
部
）
な
ど
の
政
府
機
関
や
韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
な
ど

の
民
間
団
体
と
の
間
で
、
韓
国
に
お
け
る
C
A
L
S
の
民
間
普
及
が
実
際
に
ど
の
よ
う
に
展
開
し
、
金
鐵
煥
の
構
想
が
い
か
に
実
現
し
て

い
っ
た
の
か
を
論
じ
た
い
。

一
．
韓
国
に
お
け
る
電
子
商
取
引
の
発
展

一
般
の
消
費
者
に
と
っ
て
、
電
子
商
取
引
と
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
・
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
な
ど
の
企
業
と
消
費
者
間
の
取
引
が
身
近
で
あ
る

が
、
こ
れ
は
日
本
や
韓
国
の
電
子
商
取
引
で
は
一
部
分
で
し
か
な
い
。
電
子
商
取
引
の
形
態
は
大
き
く
分
け
て
、
企
業
間
取
引
で
あ
る
B 

to 

B（B
u

sin
e

ss to
 B

u
sin

e
ss

）
や
企
業
―
消
費
者
間
取
引
で
あ
る
B 

to 

C（B
u

sin
e

ss to
 C

o
n

su
m

e
r

）、
企
業
―
政
府
間
取
引
で
あ
る

B 

to 

G（B
u

sin
e

ss to
 G

o
ve

rn
m

e
n

t

）
が
あ
る
。
韓
国
で
は
、
他
の
取
引
に
比
べ
て
、
B 

to 

B
の
取
引
額
が
圧
倒
的
に
大
き
い
。
こ
れ
は

日
本
も
同
じ
で
あ
る
（
表
1
と
表
2
参
照
）。

韓
国
が
電
子
商
取
引
の
盛
ん
な
国
の
一
つ
で
あ
る
こ
と
は
よ
く
知
ら
れ
て
い
る
。
日
本
と
韓
国
の
B 

to 

B
と
B 

to 

C
を
比
較
し
た
表
1

と
表
2
を
比
べ
て
み
れ
ば
、
そ
れ
が
理
解
で
き
よ
う
。
G
D
P
に
お
け
る
B 

to 

B
の
割
合
で
は
、
韓
国
は
早
く
か
ら
日
本
よ
り
も
高
い
比

率
を
示
し
て
き
た
。
も
ち
ろ
ん
、
日
本
と
韓
国
で
は
電
子
商
取
引
の
推
計
方
法
が
異
な
る
と
考
え
ら
れ
る
の
で
、
単
純
に
比
較
は
で
き
な
い

が
、
韓
国
に
お
い
て
電
子
商
取
引
が
盛
ん
な
こ
と
は
理
解
で
き
よ
う
。

た
だ
し
、
日
本
は
G
D
P
そ
の
も
の
が
大
き
い
の
で
、
電
子
商
取
引
の
規
模
は
、
日
本
が
韓
国
よ
り
大
き
い
。
さ
ら
に
、
日
本
の
B 

to 

B
市
場
の
規
模
は
、
韓
国
ど
こ
ろ
か
米
国
も
上
回
っ
て
い
る
。
二
〇
〇
五
年
に
経
済
産
業
省
は
、
日
本
の
B 

to 

B
市
場
が
二
〇
〇
四
年
に
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年 B to B -EC B to C-EC GDP（名目）
GDPにおける

B to Bと
B to Cの割合

GDPにおける
B to Bの割合

2001 108,941 2,580 651,415 17.12％ 16.72％

2002 155,707 5,043 720,539 22.31％ 21.61％

2003 206,854 6,095 767,114 27.76％ 26.97％

2004 279,399 6,443 826,893 34.57％ 33.79％

2005 319,202 7,921 865,241 37.81％ 36.89％

2006 366,191 9,132 908,744 41.30％ 40.30％

2007 464,456 10,226 975,013 48.68％ 47.64％

2008 560,255 11,660 1,023,938 55.85％ 54.72％

表1　韓国のGDPにおける電子商取引の割合（単位：10億ウォン）

出典：Korean Statistics Information Service, http://kosis.kr/ebook
　　　韓国統計庁，http://www.index.go.kr（2010年4月5日アクセス）

年 B to B -EC B to C-EC GDP（名目）
GDPにおける

B to Bと
B to Cの割合

GDPにおける
B to Bの割合

2001 34,027 1,484 497,720 7.13％ 6.84％

2002 46,307 2,685 491,312 9.97％ 9.43％

2003 77,432 4,424 490,294 16.70％ 15.79％

2004 102,699 5,643 498,328 21.74％ 20.61％

2005 140,444 3,456（4） 501,734 28.68％ 27.99％

2006 147,875 4,391 507,365 30.01％ 29.15％

2007 161,651 5,344 515,807 32.38％ 31.34％

2008 158,860 6,089 507,564 32.50％ 31.30％

表2　日本のGDPにおける電子商取引の割合（単位：10億円）

出典：経済産業省電子商取引実態調査，http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/statistics/
outlook/ie_outlook.htm

 内閣府経済社会総合研究所，http://www.esri.go.jp（2010年4月5日アクセス）
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米
国
の
B 

to 

B
市
場
の
規
模
を
凌
駕
し
た
と
報
告
し
た
。
日
米
の
推
計
方
法
が
異
な
る
の
で
、
単
純
に
比
較
は
で
き
な
い
が
、「
二
〇
〇
三

年
で
日
本
市
場
の
一
五
七
兆
一
〇
三
〇
億
円
に
対
し
米
国
市
場
が
一
六
六
兆
一
一
四
〇
億
円
の
規
模
と
な
っ
て
お
り
、
こ
の
時
点
で
は
米
国

市
場
は
日
本
市
場
を
上
回
っ
て
い
た
。
こ
れ
が
二
〇
〇
四
年
に
お
い
て
は
、
日
本
市
場
の
一
九
〇
兆
九
七
七
〇
億
円
に
対
し
米
国
市
場
が

一
八
五
兆
七
五
二
〇
億
円
の
規
模
と
、
日
本
の
B 

to 

B
市
場
に
お
け
る
調
査
精
度
の
向
上
に
よ
り
、
E
C
実
態
が
把
握
さ
れ
た
結
果
、
日

本
が
米
国
を
上
回
る
結
果
と
な
っ
て
い
る
」
と
報
告
さ
れ
て
い
る
）
5
（

。
日
本
の
電
子
商
取
引
規
模
は
、
世
界
的
に
見
て
も
大
き
い
の
で
あ
る
。

し
か
し
、
G
D
P
に
お
け
る
電
子
商
取
引
の
割
合
で
比
較
し
て
み
れ
ば
、
韓
国
の
B 

to 

B
市
場
は
、
日
本
の
そ
れ
を
上
回
っ
て
い
る
。

そ
れ
だ
け
韓
国
社
会
の
経
済
活
動
に
お
け
る
電
子
化
が
進
ん
で
い
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
し
か
も
、
韓
国
の
統
計
庁
が
電
子
商
取
引
に
関

す
る
統
計
数
字
を
発
表
し
始
め
た
二
〇
〇
一
年
に
は
、
す
で
に
日
本
を
上
回
っ
て
お
り
、
そ
れ
以
前
か
ら
電
子
商
取
引
に
対
す
る
取
り
組
み

が
活
発
に
行
わ
れ
て
い
た
こ
と
を
示
し
て
い
る
。

電
子
商
取
引
の
取
り
組
み
は
、
C
A
L
S
が
導
入
さ
れ
る
以
前
に
も
存
在
し
た
。
C
A
L
S
が
導
入
さ
れ
る
以
前
に
は
、
電
子
デ
ー
タ

交
換
で
あ
る
E
D
I
（E

le
ctro

n
ic D

ata In
te

rch
an

g
e

）
の
概
念
が
存
在
し
、
そ
れ
を
利
用
し
た
企
業
間
取
引
が
行
わ
れ
て
い
た
。
韓
国

で
も
、
一
九
九
三
年
に
浦
項
総
合
製
鉄
（
現
、
ポ
ス
コ
）
が
E
D
I
を
自
己
開
発
し
て
い
た
）
6
（

。
し
か
し
、
E
D
I
は
企
業
ご
と
に
規
格
が

異
な
り
、
広
範
囲
な
電
子
商
取
引
に
は
限
界
が
あ
っ
た
。
C
A
L
S
が
導
入
さ
れ
て
、
は
じ
め
て
電
子
商
取
引
の
標
準
規
格
が
成
立
し
た

と
い
え
る
。
次
節
で
は
、
そ
の
C
A
L
S
が
韓
国
に
導
入
さ
れ
た
過
程
を
論
じ
た
い
。

二
．
C
A
L
S
の
発
展
と
韓
国
へ
の
導
入

米
国
防
総
省
で
C
A
L
S
が
開
発
さ
れ
た
の
は
、
軍
事
技
術
の
発
展
と
関
係
が
あ
る
。
一
九
八
〇
年
頃
は
、
ま
だ
冷
戦
が
続
い
て
お
り
、
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米
国
で
は
次
々
に
新
兵
器
が
開
発
さ
れ
て
い
た
。
こ
れ
ら
の
兵
器
は
、
電
子
技
術
の
発
達
に
伴
っ
て
高
機
能
か
つ
複
雑
化
し
、
開
発
な
ど
に

関
与
す
る
企
業
群
を
増
加
さ
せ
た
。
そ
れ
に
伴
い
、
図
面
や
部
品
表
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
な
ど
、
さ
ら
に
莫
大
な
書
類
が
必
要
と
な
っ
て
き
た
。

莫
大
な
書
類
の
紙
数
と
重
量
は
、
大
変
な
費
用
と
兵
器
運
用
に
支
障
を
も
た
ら
す
こ
と
が
予
想
さ
れ
た
）
7
（

。

キ
ャ
ス
パ
ー
・
ワ
イ
ン
バ
ー
ガ
ー
米
国
防
長
官
に
よ
っ
て
、
莫
大
な
国
防
予
算
と
運
営
維
持
費
を
節
約
す
る
と
い
う
指
示
が
一
九
八
二
年

に
出
さ
れ
、
そ
の
実
態
調
査
の
結
果
、
遅
れ
た
通
信
方
法
や
書
類
に
よ
る
行
政
が
費
用
増
大
の
原
因
と
い
う
結
論
が
一
九
八
三
年
に
出
さ
れ

た
。
そ
れ
に
よ
っ
て
、
一
九
八
四
年
四
月
に
米
防
衛
分
析
研
究
所
（ID

A
: In

stitu
te

 fo
r D

e
fe

n
se

 A
n

aly
se

s

）
を
中
心
に
米
国
防
総
省
と

民
間
防
衛
産
業
の
関
係
者
に
よ
る
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
が
結
成
さ
れ
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
技
術
を
利
用
し
た
コ
ス
ト
の
削
減
と
兵
器
の
品
質
向

上
が
検
討
さ
れ
始
め
た
）
8
（

。
一
九
八
五
年
六
月
に
発
表
さ
れ
た
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の
報
告
書
を
受
け
て
、
九
月
二
四
日
に
ウ
ィ
リ
ア
ム
・
タ
フ

ト
米
国
防
総
省
副
長
官
は
、「
後
方
支
援
に
必
要
な
技
術
情
報
を
デ
ジ
タ
ル
形
式
で
調
達
し
、
処
理
し
、
利
用
す
る
た
め
の
計
画
を
国
防
総

省
内
に
確
立
す
る
」
と
い
う
内
容
の
メ
モ
ラ
ン
ダ
ム
を
国
防
総
省
の
国
防
通
信
局
長
、
国
防
後
方
支
援
局
長
、
先
端
技
術
研
究
開
発
局
に
発

行
し
た
）
9
（

。
こ
れ
が
C
A
L
S
の
始
ま
り
で
あ
る
。

C
A
L
S
事
業
は
、
米
国
防
総
省
だ
け
で
は
な
く
、
民
間
企
業
も
参
加
し
て
推
進
さ
れ
た
。
一
九
八
六
年
一
〇
月
に
米
国
防
総
省
内
に

専
門
部
署
と
し
て
C
A
L
S
政
策
局
が
設
置
さ
れ
る
と
、
米
防
衛
産
業
協
会
（N

S
IA

: N
atio

n
al S

e
cu

rity
 In

d
u

strial A
sso

ciatio
n

）
に
米

C
A
L
S
・
I
S
G
（In

d
u

strial S
te

e
rin

g
 G

ro
u

p

）
が
開
設
さ
れ
、
民
間
企
業
で
も
事
業
が
始
ま
っ
た
）
10
（

。
官
民
の
代
表
に
よ
る
最
初
の
会

議
も
一
九
八
六
年
七
月
に
開
か
れ
、
軍
民
協
力
に
よ
る
C
A
L
S
推
進
論
議
が
始
ま
っ
た
）
11
（

。

一
九
八
八
年
八
月
五
日
に
は
タ
フ
ト
が
二
回
目
の
指
針
を
発
表
し
、
一
九
八
八
年
九
月
以
降
に
開
発
さ
れ
る
主
要
兵
器
に
C
A
L
S
を
適

用
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
こ
れ
を
受
け
て
、
米
陸
軍
は
A
C
A
L
S（A

rm
y

 C
A

L
S

）の
契
約
を
一
九
八
九
年
三
月
に
締
結
し
、
一
九
九
一

年
一
月
に
は
米
海
軍
が
海
軍
C
A
L
S
構
想
と
遂
行
計
画
を
発
表
し
た
。
米
陸
海
空
軍
の
C
A
L
S
は
や
が
て
J
C
A
L
S（Jo

in
t C

A
L

S

）

に
発
展
し
て
い
っ
た
）
12
（

。
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韓
国
に
C
A
L
S
が
導
入
さ
れ
た
の
は
、
こ
の
頃
で
あ
る
。
C
A
L
S
を
韓
国
に
導
入
し
た
最
初
の
韓
国
人
は
金
鐵
煥
で
あ
る
。
金
鐵

煥
は
一
九
四
七
年
一
月
二
六
日
生
ま
れ
で
、
一
九
七
〇
年
に
陸
軍
士
官
学
校
兵
器
工
学
科
を
第
二
六
期
生
と
し
て
卒
業
し
た
軍
人
で
あ
る
。

た
だ
し
、
軍
指
揮
官
で
は
な
く
、
技
術
エ
リ
ー
ト
で
あ
る
。
一
九
七
四
年
に
ソ
ウ
ル
大
学
工
学
部
金
属
工
学
科
も
卒
業
し
て
、
陸
軍
士
官
学

校
の
助
教
授
に
就
任
し
た
。
さ
ら
に
、
一
九
八
四
年
か
ら
国
防
大
学
院
の
准
教
授
（
一
九
九
三
年
に
教
授
昇
格
）
を
務
め
、
軍
事
技
術
の
研

究
と
軍
人
の
教
育
に
あ
た
っ
た
）
13
（

。

米
国
防
総
省
で
開
発
さ
れ
た
C
A
L
S
を
韓
国
人
と
し
て
最
も
早
く
に
学
ん
だ
の
も
、
金
鐵
煥
が
軍
人
で
あ
り
、
国
防
大
学
院
教
官
だ
っ

た
こ
と
に
起
因
す
る
。
金
鐵
煥
は
、
一
九
九
一
年
に
モ
ン
ト
レ
ー
に
あ
る
米
海
軍
大
学
に
客
員
教
授
と
し
て
派
遣
さ
れ
た
。
そ
こ
で
開
催
さ

れ
た
米
国
防
総
省
か
ら
派
遣
さ
れ
て
き
た
軍
高
位
級
講
師
に
よ
る
セ
ミ
ナ
ー
で
、
初
め
て
C
A
L
S
を
知
っ
た
。
そ
こ
で
C
A
L
S
を
学

び
始
め
、
一
九
九
二
年
に
帰
国
し
、
国
防
部
内
で
C
A
L
S
の
講
義
を
始
め
た
）
14
（

。

金
鐵
煥
は
帰
国
当
時
か
ら
民
間
に
も
C
A
L
S
を
普
及
さ
せ
る
こ
と
を
構
想
し
て
い
た
。
し
か
し
、
一
九
九
二
年
に
帰
国
し
た
当
初
は
、

国
防
部
の
協
力
を
得
る
こ
と
は
不
可
能
で
あ
っ
た
。
金
鐵
煥
は
、
韓
国
科
学
技
術
院
（
K
A
I
S
T
）
教
授
で
あ
っ
た
金
聖
曦
と
共
に
、

一
億
ウ
ォ
ン
規
模
の
C
A
L
S
に
関
す
る
提
案
書
を
作
成
し
た
。
そ
れ
は
、
軍
内
だ
け
で
は
な
く
、
韓
国
科
学
技
術
院
と
共
に
行
う
民
間

と
の
共
同
C
A
L
S
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
っ
た
。
と
こ
ろ
が
、
国
防
部
は
、
時
期
尚
早
で
あ
る
と
し
て
拒
否
し
た
。
動
力
資
源
部
に
も
提

案
書
を
持
ち
込
ん
だ
が
、
や
は
り
拒
否
さ
れ
た
）
15
（

。
そ
こ
で
、
彼
は
、
あ
く
ま
で
軍
備
調
達
や
軍
事
技
術
開
発
の
た
め
に
も
C
A
L
S
が
必

要
と
思
い
、
国
防
部
内
で
の
講
義
を
始
め
た
と
考
え
ら
れ
る
。
し
か
し
、
帰
国
後
の
あ
る
出
来
事
が
原
因
で
、
民
間
に
も
C
A
L
S
が
普

及
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

韓
国
が
米
国
か
ら
兵
器
を
購
入
す
る
場
合
、
一
九
八
三
年
か
ら
オ
フ
セ
ッ
ト
が
設
け
ら
れ
て
い
る
）
16
（

。
す
な
わ
ち
、
兵
器
購
入
価
格
の

三
〇
％
か
ら
五
〇
％
を
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
や
兵
器
部
品
生
産
な
ど
で
米
国
側
が
韓
国
側
に
見
返
り
と
し
て
与
え
る
こ
と
に
な
っ

て
い
た
。
そ
の
オ
フ
セ
ッ
ト
と
し
て
、
一
九
九
二
年
に
通
信
将
校
出
身
の
米
陸
軍
中
将
を
C
A
L
S
の
講
師
に
招
い
て
、
国
防
部
で
セ
ミ
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ナ
ー
を
開
催
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
と
こ
ろ
が
、
そ
の
講
師
料
と
し
て
慣
例
的
に
二
万
ド
ル
の
も
の
を
一
五
万
ド
ル
の
オ
フ
セ
ッ
ト
を
支
払

う
こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。
そ
れ
に
対
し
て
、
金
鐵
煥
が
オ
フ
セ
ッ
ト
の
乱
費
で
あ
る
と
韓
国
の
オ
フ
セ
ッ
ト
担
当
官
に
抗
議
し
た
と
こ

ろ
、
そ
の
オ
フ
セ
ッ
ト
の
範
囲
内
で
同
年
中
に
そ
の
講
師
を
再
び
韓
国
に
招
い
て
、
セ
ミ
ナ
ー
で
講
義
さ
せ
る
こ
と
に
な
っ
た
）
17
（

。

費
用
が
か
か
っ
た
セ
ミ
ナ
ー
で
あ
る
こ
と
を
理
由
に
、
こ
の
機
会
を
利
用
し
て
、
金
鐵
煥
は
E
D
I
／
C
A
L
S
セ
ミ
ナ
ー
と
称
し
て
、

軍
人
の
み
な
ら
ず
E
D
I
に
関
係
す
る
民
間
人
も
呼
ぶ
こ
と
に
し
た
。
金
鐵
煥
が
民
間
人
の
国
防
部
入
構
を
緩
和
さ
せ
る
と
、
講
義
室
で

あ
る
国
防
部
電
算
室
会
議
室
に
約
三
〇
名
が
集
ま
り
、
部
屋
が
埋
ま
っ
た
。
約
三
〇
名
の
う
ち
軍
人
は
一
〇
名
程
度
で
あ
り
、
そ
の
他
は
国

防
部
外
の
公
務
員
や
民
間
人
で
あ
っ
た
。
民
間
人
は
韓
国
電
力
公
社
や
浦
項
総
合
製
鉄
、
他
製
造
業
の
関
係
者
で
あ
っ
た
と
い
う
。
セ
ミ

ナ
ー
の
期
間
は
一
週
間
で
あ
り
、
朝
か
ら
夜
ま
で
集
中
し
て
行
わ
れ
た
。
こ
れ
が
、
韓
国
に
お
け
る
民
間
へ
の
C
A
L
S
普
及
の
第
一
歩

で
あ
っ
た
）
18
（

。三
．
C
A
L
S
の
民
間
移
転
と
軍
事
技
術
の
民
間
移
転

C
A
L
S
の
民
間
移
転
は
、
金
鐵
煥
の
研
究
に
と
っ
て
も
重
要
な
事
業
で
あ
っ
た
。
一
九
九
〇
年
以
前
か
ら
金
鐵
煥
は
、
科
学
技
術
の

発
展
が
国
家
安
全
保
障
の
た
め
に
不
可
欠
と
し
て
、
韓
国
に
お
け
る
軍
事
技
術
の
発
展
の
重
要
性
を
論
じ
て
き
た
研
究
者
で
あ
っ
た
）
19
（

。
そ
し

て
、
軍
事
技
術
に
対
す
る
政
府
の
研
究
開
発
投
資
が
企
業
の
軍
事
技
術
研
究
開
発
を
誘
発
す
る
と
し
て
、
国
家
主
導
に
よ
る
軍
事
技
術
開
発

の
重
要
性
を
主
張
し
て
き
た
）
20
（

。
そ
の
国
家
主
導
に
よ
っ
て
開
発
さ
れ
た
軍
事
技
術
を
民
間
に
移
転
さ
せ
る
こ
と
が
、
一
九
九
〇
年
代
に
入
っ

て
か
ら
の
金
鐵
煥
が
最
も
関
心
を
寄
せ
た
研
究
の
一
つ
で
あ
っ
た
。

金
鐵
煥
は
、
C
A
L
S
に
つ
い
て
学
ぶ
前
か
ら
軍
事
技
術
の
民
間
移
転
に
つ
い
て
研
究
を
発
表
し
て
い
た
）
21
（

。
C
A
L
S
の
普
及
に
携
わ
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る
よ
う
に
な
っ
て
か
ら
も
、
そ
の
研
究
は
続
い
て
お
り
、
一
九
九
四
年
に
は
、
新
た
に
「
国
防
科
学
技
術
の
民
需
化
推
進
法
案
」
と
い
う
論

文
を
発
表
し
た
）
22
（

。
こ
れ
ら
の
軍
事
技
術
の
民
間
移
転
や
民
軍
共
同
開
発
の
提
案
は
、
当
時
の
新
聞
に
も
取
り
上
げ
ら
れ
た
）
23
（

。
C
A
L
S
普

及
事
業
が
一
段
落
し
た
後
の
一
九
九
八
年
に
も
、
国
防
大
学
院
の
学
生
と
共
に
「
民
軍
兼
用
技
術
事
業
の
効
率
的
推
進
方
案
研
究
」
と
い
う

論
文
を
発
表
し
て
お
り
、
軍
事
技
術
の
民
間
移
転
や
民
軍
共
同
開
発
へ
の
関
心
が
薄
れ
る
こ
と
は
な
か
っ
た
）
24
（

。

金
鐵
煥
が
、
軍
事
技
術
の
民
間
移
転
に
関
心
を
払
っ
て
い
た
の
は
、
当
時
の
韓
国
に
お
け
る
軍
事
技
術
開
発
の
停
滞
が
原
因
で
あ
る
。
韓

国
で
本
格
的
に
軍
需
産
業
が
発
展
し
始
め
た
の
は
、
朴
正
煕
政
権
に
お
い
て
で
あ
り
、
一
九
七
〇
年
代
初
の
こ
と
で
あ
っ
た
。
軍
事
技
術

の
国
内
研
究
開
発
に
重
き
を
置
い
た
国
家
主
導
の
軍
需
産
業
が
、
民
間
に
技
術
を
移
転
す
る
こ
と
で
重
化
学
工
業
政
策
を
支
え
て
い
た
。
し

か
し
、
全
斗
煥
政
権
と
な
っ
た
後
の
一
九
八
〇
年
代
中
頃
に
な
る
と
、
兵
器
輸
入
依
存
や
技
術
導
入
生
産
が
多
く
な
り
、
韓
国
独
自
の
軍
事

技
術
の
発
展
が
伸
び
悩
み
、
民
間
の
技
術
発
展
が
む
し
ろ
高
く
な
っ
た
こ
と
で
、
軍
と
民
間
が
お
互
い
に
足
り
な
い
技
術
を
補
う
協
力
が
多

く
な
っ
た
）
25
（

。
た
だ
し
、
軍
と
民
間
が
個
々
に
独
自
で
研
究
開
発
を
進
め
て
い
る
状
況
で
は
、
研
究
費
の
重
複
投
資
が
多
く
な
り
、
無
駄
が
多

い
。
金
鐵
煥
は
、
そ
の
効
率
性
の
悪
さ
を
指
摘
し
て
、
軍
事
技
術
の
民
需
化
や
民
軍
共
同
開
発
を
制
度
化
す
る
こ
と
を
提
起
し
て
き
た
研
究

者
の
一
人
で
あ
る
）
26
（

。

金
鐵
煥
に
と
っ
て
、
C
A
L
S
の
民
間
移
転
は
、
軍
事
技
術
の
民
間
移
転
や
民
軍
共
同
開
発
の
モ
デ
ル
の
一
つ
で
あ
っ
た
。
金
鐵
煥
は
、

一
九
九
四
年
に
発
表
し
た
論
文
の
中
で
、「
我
が
国
で
も
軍
と
企
業
が
連
携
し
た
韓
国
C
A
L
S
の
具
現
政
策
を
定
立
し
、
漸
進
的
に
推
進

す
る
の
が
効
率
的
」
と
論
じ
て
お
り
、
無
駄
を
省
い
て
、
効
率
性
を
高
め
る
た
め
に
C
A
L
S
普
及
に
お
け
る
軍
と
民
間
の
協
力
を
主
張

し
た
）
27
（

。
ま
た
、
筆
者
に
よ
る
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
で
、
金
鐵
煥
は
、
C
A
L
S
の
民
間
普
及
に
は
、
軍
事
技
術
の
民
間
移
転
の
目
的
が
あ
っ
た

と
語
っ
て
い
た
）
28
（

。

た
だ
し
、
C
A
L
S
の
導
入
そ
の
も
の
は
、
軍
事
技
術
の
民
間
移
転
で
な
く
て
も
可
能
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
そ
れ
は
、
韓
国
よ
り

も
C
A
L
S
導
入
が
若
干
早
か
っ
た
日
本
の
事
例
か
ら
も
理
解
で
き
る
。
日
本
で
は
、
一
九
九
〇
年
に
宇
宙
開
発
事
業
団
（
N
A
S
D
A
）
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参
事
（
当
時
）
の
水
田
浩
が
、
富
士
総
合
研
究
所
解
析
営
業
開
発
室
長
で
あ
っ
た
平
林
寛
治
と
N
E
C
理
事
で
あ
っ
た
仙
田
勤
と
共
に
、

日
本
電
子
工
業
振
興
協
会
（
J
E
I
D
A
）
に
C
A
L
S
へ
の
対
応
を
提
起
し
た
の
が
C
A
L
S
導
入
の
第
一
歩
で
あ
っ
た
と
い
う
）
29
（

。

一
九
九
一
年
四
月
に
は
、
日
本
電
子
工
業
振
興
協
会
で
運
営
委
員
会
、
技
術
委
員
会
、
事
務
局
か
ら
な
る
C
A
L
S
研
究
会
を
発
足
さ
せ

た
）
30
（

。
こ
の
C
A
L
S
研
究
会
の
成
果
と
し
て
、
一
九
九
四
年
三
月
に
日
本
電
子
工
業
振
興
協
会
は
「
C
A
L
S
の
研
究
に
関
す
る
調
査
報

告
書
」
を
ま
と
め
た
）
31
（

。
こ
の
報
告
書
に
よ
っ
て
日
本
の
民
間
に
お
い
て
、
C
A
L
S
普
及
の
議
論
が
活
発
化
し
た
と
い
う
）
32
（

。
日
本
で
は
最

初
か
ら
民
間
団
体
が
C
A
L
S
を
普
及
さ
せ
て
い
っ
た
と
い
え
よ
う
。

一
九
九
五
年
の
予
算
で
通
商
産
業
省
が
四
億
円
を
獲
得
し
て
、
C
A
L
S
普
及
の
た
め
の
実
証
モ
デ
ル
構
築
を
目
的
と
し
た
「
生
産
・

調
達
・
運
用
支
援
統
合
情
報
シ
ス
テ
ム
技
術
研
究
組
合
」（
N
C
A
L
S
）
を
一
九
九
五
年
五
月
九
日
に
設
立
し
た
）
33
（

。
同
日
に
、
民
間
団
体

と
し
て
、
生
産
や
運
用
面
で
の
C
A
L
S
を
普
及
さ
せ
る
た
め
の
C
A
L
S
推
進
協
議
会
（
C
I
F
）
が
通
商
産
業
省
機
械
情
報
産
業
局

や
日
本
電
子
工
業
振
興
協
会
に
よ
っ
て
設
立
さ
れ
た
）
34
（

。
こ
の
二
つ
の
団
体
は
、
設
立
も
同
時
で
あ
る
し
、
事
務
所
も
共
有
し
て
い
る
が
、
政

府
外
郭
団
体
と
民
間
団
体
の
違
い
の
た
め
に
役
割
が
異
な
っ
て
い
た
と
い
う
）
35
（

。
す
な
わ
ち
、「
生
産
・
調
達
・
運
用
支
援
統
合
情
報
シ
ス
テ

ム
技
術
研
究
組
合
」
が
C
A
L
S
の
実
証
モ
デ
ル
構
築
と
実
践
的
な
技
術
開
発
目
標
を
目
的
と
し
て
い
た
の
に
対
し
、
C
A
L
S
推
進
協

議
会
は
、
C
A
L
S
の
調
査
や
研
究
、
普
及
、
啓
蒙
、
参
加
者
の
交
流
と
情
報
交
換
な
ど
を
目
的
と
し
て
い
た
）
36
（

。
初
期
に
お
け
る
日
本
で

の
C
A
L
S
普
及
は
、
こ
の
二
つ
の
団
体
が
中
心
と
な
っ
て
推
進
さ
れ
た
。
日
本
の
C
A
L
S
導
入
や
普
及
に
は
、
防
衛
庁
や
軍
需
産
業

は
特
に
関
係
が
な
か
っ
た
こ
と
が
理
解
で
き
よ
う
。

軍
事
技
術
と
し
て
民
間
に
移
転
さ
せ
な
く
て
も
C
A
L
S
導
入
は
可
能
で
あ
る
が
、
金
鐵
煥
の
懸
念
は
、
軍
と
民
間
が
別
々
に
C
A
L
S

を
推
進
す
る
こ
と
で
研
究
費
や
人
件
費
な
ど
が
余
分
に
か
か
っ
て
非
効
率
に
な
る
こ
と
で
あ
っ
た
。
そ
の
た
め
、
金
鐵
煥
は
、
軍
事
技
術
と

し
て
C
A
L
S
を
民
間
に
移
転
す
る
こ
と
で
、
軍
と
民
間
が
連
携
し
て
C
A
L
S
の
普
及
を
推
進
す
る
こ
と
を
主
張
し
た
の
で
あ
る
。
し

か
し
、
そ
れ
は
金
鐵
煥
の
構
想
で
あ
っ
て
、
実
際
に
韓
国
に
お
い
て
国
防
部
と
他
の
省
庁
が
協
力
し
て
C
A
L
S
を
研
究
し
、
普
及
さ
せ
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て
い
っ
た
の
か
は
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。
次
節
で
、
実
際
に
C
A
L
S
の
民
間
普
及
の
体
制
が
ど
の
よ
う
に
構
築
さ
れ
て
い
っ
た
の
か

を
論
じ
た
い
。四

．
民
間
に
お
け
る
C
A
L
S
普
及
体
制
の
構
築

先
述
し
た
よ
う
に
、
一
九
九
二
年
に
行
わ
れ
た
国
防
部
の
セ
ミ
ナ
ー
が
C
A
L
S
の
民
間
普
及
の
第
一
歩
で
あ
っ
た
。
そ
の
セ
ミ
ナ
ー

に
参
加
し
た
E
D
I
関
係
者
に
よ
っ
て
、
導
入
さ
れ
た
C
A
L
S
を
普
及
さ
せ
よ
う
と
す
る
動
き
は
急
速
に
広
ま
っ
た
。
現
代
情
報
技
術

の
顧
問
で
あ
っ
た
金
圭
洙
な
ど
、
国
防
部
の
セ
ミ
ナ
ー
以
前
か
ら
C
A
L
S
の
重
要
性
に
気
付
い
て
い
た
E
D
I
関
係
者
も
多
数
い
た
た

め
で
あ
る
）
37
（

。
特
に
、
情
報
通
信
部
の
傘
下
に
あ
る
韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
が
中
心
と
な
っ
て
、
民
間
に
お
け
る
C
A
L
S
普
及
が
推
進

さ
れ
て
い
っ
た
。

韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
は
、
も
と
も
と
E
D
I
普
及
の
中
心
で
あ
っ
た
団
体
で
あ
る
。
一
九
九
〇
年
七
月
三
一
日
に
協
会
内
に

E
D
I
研
究
協
議
会
を
発
足
さ
せ
、
一
九
九
一
年
九
月
一
〇
日
に
は
『
E
D
I
ワ
ー
ル
ド
』
と
い
う
機
関
誌
を
発
行
し
、
E
D
I
普
及
に

努
め
て
き
た
）
38
（

。
金
鐵
煥
に
よ
る
と
、
一
九
九
三
年
頃
の
韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
は
、
物
流
関
係
企
業
や
韓
国
電
力
、
浦
項
総
合
製
鉄
、

D
A
C
O
M
（
現
、
統
合
L
G
テ
レ
コ
ム
）
の
研
究
員
な
ど
を
集
め
て
、
韓
国
貿
易
情
報
通
信
で
C
A
L
S
の
セ
ミ
ナ
ー
も
し
て
い
た
と

い
う
）
39
（

。
韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
で
C
A
L
S
推
進
の
中
心
人
物
と
な
っ
た
金
圭
洙
が
、
韓
国
貿
易
情
報
通
信
の
理
事
で
も
あ
っ
た
た
め
、

セ
ミ
ナ
ー
会
場
と
し
て
韓
国
貿
易
情
報
通
信
を
使
っ
て
い
た
と
推
察
さ
れ
る
。
一
九
九
四
年
三
月
に
発
表
さ
れ
た
日
本
電
子
工
業
振
興
協
会

の
報
告
書
で
は
、「
韓
国
で
も
国
防
省マ
マ

や
既
存
の
E
D
I
推
進
組
織
な
ど
で
調
査
・
研
究
が
始
め
ら
れ
て
い
る
」
と
報
告
さ
れ
て
い
る
の
で
、

す
で
に
そ
の
動
き
は
海
外
で
も
知
ら
れ
始
め
て
い
た
と
い
え
よ
う
）
40
（

。
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韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
の
E
D
I
研
究
協
議
会
は
一
九
九
四
年
三
月
二
九
日
に
E
D
I
協
議
会
と
な
り
、
本
格
的
に
C
A
L
S
普

及
に
着
手
し
た
）
41
（

。
五
月
二
六
日
に
国
防
部
傘
下
の
韓
国
防
衛
産
業
振
興
会
と
共
同
で
「
武
器
体
系
獲
得
お
よ
び
軍
需
支
援
自
動
化
」
セ
ミ

ナ
ー
を
開
催
し
、
軍
需
産
業
に
お
け
る
C
A
L
S
普
及
に
協
力
し
た
。
セ
ミ
ナ
ー
会
場
は
韓
国
防
衛
産
業
振
興
会
で
あ
り
、
報
告
者
は
金

鐵
煥
と
金
圭
洙
で
あ
る
。
六
月
に
E
D
I
協
議
会
が
C
A
L
S
分
科
委
員
会
を
発
足
さ
せ
、
委
員
長
に
金
圭
洙
を
迎
え
た
）
42
（

。
C
A
L
S
分

科
委
員
会
は
、
六
月
二
〇
日
に
「
韓
国
で
の
C
A
L
S
／
E
D
I
構
築
方
向
セ
ミ
ナ
ー
」、
九
月
三
〇
日
に
は
C
A
L
S
の
国
際
セ
ミ
ナ
ー

で
あ
る
「
C
A
L
S 
K
O
R
E
A
九
四
」
を
開
催
し
た
）
43
（

。
そ
の
少
し
前
で
あ
る
九
月
二
六
日
か
ら
二
九
日
ま
で
日
本
で
は
「
C
A
L
S 

J
A
P
A
N
九
四
」
が
開
催
さ
れ
て
お
り
、
日
本
に
続
い
て
国
際
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
す
る
ほ
ど
ま
で
、
広
報
活
動
を
広
げ
て
い
っ
た
。
さ

ら
に
、
韓
国
C
A
L
S
・
I
S
G
を
構
成
し
て
、
米
C
A
L
S
・
I
S
G
と
の
関
係
を
強
め
、
外
国
の
C
A
L
S
産
業
調
査
と
適
用
方
法

の
研
究
活
動
を
行
っ
た
）
44
（

。

国
防
部
と
韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
の
双
方
で
活
躍
し
て
い
た
の
が
金
鐵
煥
で
あ
る
。
金
鐵
煥
は
国
防
大
学
院
の
教
授
で
あ
っ
て
、
国
防

部
内
で
C
A
L
S
の
教
育
を
続
け
て
い
た
。
さ
ら
に
、
C
A
L
S
分
科
委
員
会
の
委
員
に
な
っ
て
「
韓
国
で
の
C
A
L
S
／
E
D
I
構
築

方
向
セ
ミ
ナ
ー
」
や
「
C
A
L
S 

K
O
R
E
A
94
」
で
報
告
し
て
い
た
よ
う
に
、
韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
の
広
報
活
動
を
支
え
て
き
た
。

た
だ
し
、
金
鐵
煥
が
構
想
し
て
い
た
よ
う
な
制
度
的
に
軍
と
民
間
が
共
同
で
C
A
L
S
を
研
究
し
、
普
及
さ
せ
る
制
度
を
築
く
こ
と
は
難

し
か
っ
た
よ
う
で
あ
る
。
国
防
部
は
、
軍
需
発
展
委
員
会
と
電
算
所
で
C
A
L
S
運
営
を
担
当
し
、
ま
た
C
A
L
S
研
究
会
を
設
置
し
て
、

C
A
L
S
の
教
育
体
制
を
構
築
し
て
い
っ
た
。
こ
れ
に
民
間
人
は
参
加
で
き
な
か
っ
た
）
45
（

。

そ
の
代
わ
り
、
金
鐵
煥
は
国
防
部
や
そ
の
他
の
省
庁
傘
下
の
民
間
団
体
を
協
力
さ
せ
る
こ
と
を
模
索
し
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
情
報
通

信
部
傘
下
の
韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
と
国
防
部
傘
下
の
韓
国
防
衛
産
業
振
興
会
が
共
同
で
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
た
こ
と
も
、
そ
の
努
力
の

一
つ
で
あ
っ
た
と
推
察
さ
れ
る
。
も
ち
ろ
ん
、
金
鐵
煥
だ
け
で
な
く
、
他
の
多
く
の
者
も
各
省
庁
が
別
々
に
C
A
L
S
普
及
を
推
進
す
る
こ

と
を
避
け
た
か
っ
た
と
思
わ
れ
よ
う
。
C
A
L
S
普
及
に
お
け
る
省
庁
間
の
競
合
を
民
間
団
体
で
調
整
す
る
努
力
は
、
そ
の
後
も
続
い
た
。
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C
A
L
S
普
及
の
動
き
が
活
発
に
な
る
に
つ
れ
、
他
の
省
庁
で
も
C
A
L
S
普
及
を
模
索
し
始
め
た
。
国
防
部
の
セ
ミ
ナ
ー
の
約
一
年

後
に
商
工
資
源
部
（
前
、
動
力
資
源
部
）
か
ら
、
金
鐵
煥
と
金
聖
曦
が
一
九
九
二
年
に
作
成
し
た
C
A
L
S
に
関
す
る
提
案
書
を
実
行
し

た
い
と
連
絡
が
あ
っ
た
）
46
（

。
一
九
九
二
年
に
は
拒
否
し
た
提
案
書
で
あ
っ
た
が
、
国
防
部
の
セ
ミ
ナ
ー
の
後
に
C
A
L
S
の
注
目
度
が
高
ま

る
に
つ
れ
、
商
工
資
源
部
も
C
A
L
S
に
取
り
組
ま
ざ
る
を
得
な
く
な
っ
た
も
の
と
考
え
ら
れ
よ
う
。
韓
国
の
C
A
L
S
民
間
普
及
事
業

は
、
情
報
通
信
部
の
み
な
ら
ず
、
商
工
資
源
部
と
そ
の
後
身
で
あ
る
通
商
産
業
部
の
支
援
も
受
け
る
こ
と
に
な
っ
た
。

そ
の
た
め
、
省
庁
間
の
競
合
に
よ
る
弊
害
も
現
れ
た
。
通
商
産
業
部
（
前
、
商
工
資
源
部
、
現
、
産
業
資
源
部
）
は
、
一
九
九
五
年
一
一

月
六
日
に
C
A
L
S
普
及
を
推
進
す
る
民
間
団
体
を
創
設
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
）
47
（

。
そ
の
構
想
に
沿
っ
て
、
一
九
九
六
年
一
月
一
六

日
に
韓
国
C
A
L
S
／
E
C
協
会
が
創
設
さ
れ
た
）
48
（

。
す
る
と
、
今
度
は
情
報
通
信
部
の
支
援
に
よ
っ
て
、
二
月
一
六
日
に
韓
国
C
A
L
S

／
E
C
技
術
協
会
が
創
設
さ
れ
た
）
49
（

。
こ
の
二
つ
の
協
会
が
韓
国
の
民
間
に
お
け
る
C
A
L
S
普
及
の
中
心
と
な
っ
て
い
く
。
省
庁
間
の
競

合
に
よ
っ
て
、
二
つ
の
協
会
が
創
設
さ
れ
た
の
で
あ
る
。

し
か
し
、
実
は
、
こ
の
二
つ
の
協
会
は
同
じ
団
体
で
あ
る
。
事
務
局
も
全
く
同
じ
場
所
に
あ
り
、
会
長
と
副
会
長
も
同
一
人
物
で
あ
る
。

会
長
に
は
、
韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
と
共
同
で
「
C
A
L
S 

K
O
R
E
A
94
」
と
「
C
A
L
S 

K
O
R
E
A
95
」
を
開
催
し
た
中
央
日

報
社
の
社
長
で
あ
っ
た
洪
錫
炫
が
就
任
し
た
）
50
（

。
副
会
長
に
は
、
韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
常
勤
副
会
長
で
あ
る
申
範
植
が
就
任
し
た
）
51
（

。
こ
れ

は
競
合
す
る
通
商
産
業
部
と
情
報
通
信
部
が
各
々
別
の
団
体
を
創
設
し
よ
う
と
し
た
が
、
非
効
率
で
あ
る
た
め
、
一
つ
の
団
体
を
登
録
上
で

別
々
の
協
会
と
し
た
こ
と
に
よ
る
。
韓
国
C
A
L
S
／
E
C
協
会
は
通
商
産
業
部
の
認
可
を
受
け
て
登
録
さ
れ
た
民
間
団
体
で
あ
り
、
韓

国
C
A
L
S
／
E
C
技
術
協
会
は
情
報
通
信
部
の
認
可
を
受
け
て
登
録
さ
れ
た
民
間
団
体
と
い
う
体
裁
を
取
っ
て
い
た
。
C
A
L
S
の
民

間
普
及
で
は
、
国
防
部
の
み
な
ら
ず
、
他
の
省
庁
間
の
競
合
も
民
間
団
体
で
調
整
し
て
い
っ
た
の
で
あ
る
。
た
だ
し
、
金
鐵
煥
に
よ
る
と
、

通
商
産
業
部
と
情
報
通
信
部
の
要
求
事
項
の
違
い
の
た
め
に
、
二
つ
の
協
会
の
実
際
の
役
割
は
異
な
っ
て
い
た
。
韓
国
C
A
L
S
／
E
C

協
会
は
、
製
造
業
に
適
用
し
て
運
用
す
る
こ
と
が
目
的
で
あ
っ
た
の
に
対
し
て
、
韓
国
C
A
L
S
／
E
C
技
術
協
会
は
、
技
術
開
発
を
目
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的
と
し
て
い
た
と
い
う
）
52
（

。

ま
た
、
韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
と
関
係
が
深
い
二
人
が
会
長
と
副
会
長
に
な
っ
た
こ
と
は
、
二
つ
の
協
会
が
、
実
質
的
に
は
韓
国
情

報
通
信
振
興
協
会
に
よ
っ
て
創
設
さ
れ
た
こ
と
を
暗
示
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
と
韓
国
C
A
L
S
／
E
C
協
会

や
韓
国
C
A
L
S
／
E
C
技
術
協
会
は
、
別
団
体
で
あ
る
（
事
務
所
も
役
員
も
異
な
る
）。
韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
も
、
C
A
L
S
普
及

活
動
か
ら
撤
退
し
た
わ
け
で
は
な
い
。
C
A
L
S
分
科
委
員
会
の
上
部
組
織
で
あ
る
E
D
I
協
議
会
は
一
九
九
五
年
九
月
に
解
散
し
た
が
、

新
た
に
一
九
九
六
年
四
月
二
日
に
E
C
協
議
会
を
設
立
し
、
C
A
L
S
普
及
も
続
け
て
い
っ
た
）
53
（

。
六
月
五
日
に
は
、
韓
国
情
報
通
信
振
興

協
会
は
、
韓
国
C
A
L
S
／
E
C
技
術
協
会
や
釜
山
大
学
産
業
開
発
研
究
所
と
共
に
、「
C
A
L
S
信
仰
戦
略
セ
ミ
ナ
ー
」
を
開
催
し
た
）
54
（

。

し
か
し
、
中
心
的
な
役
割
は
、
韓
国
C
A
L
S
／
E
C
協
会
や
韓
国
C
A
L
S
／
E
C
技
術
協
会
に
譲
っ
た
と
い
え
よ
う
。

金
鐵
煥
は
二
つ
の
協
会
の
理
事
に
就
任
し
た
。
し
か
し
、
金
鐵
煥
は
そ
の
頃
に
異
な
る
事
業
を
推
進
し
て
い
た
。
C
A
L
S
の
学
会
を
創

設
し
よ
う
と
し
た
の
で
あ
る
。
本
来
は
研
究
者
で
も
あ
る
金
鐵
煥
は
、
C
A
L
S
の
運
用
だ
け
で
な
く
、
学
術
的
な
理
論
構
築
に
も
関
心

を
持
っ
て
い
た
。
一
九
九
六
年
二
月
二
三
日
に
韓
国
C
A
L
S
／
E
C
学
会
は
発
足
し
た
）
55
（

。
金
鐵
煥
は
、
そ
の
初
代
会
長
と
な
っ
て
、
学

会
で
C
A
L
S
普
及
に
努
め
る
こ
と
に
な
っ
た
）
56
（

。
八
月
に
は
学
会
誌
で
あ
る
『
韓
国
C
A
L
S
／
E
C
学
会
誌
』
が
発
行
さ
れ
始
め
た
（
年

二
回
）
57
（

）。
一
九
九
七
年
六
月
に
は
最
初
の
学
術
大
会
が
開
催
さ
れ
、
以
降
、
年
二
回
の
学
術
大
会
を
開
催
し
て
い
る
。
金
鐵
煥
は
二
代
会
長

に
ま
で
な
っ
た
後
、
顧
問
と
し
て
現
在
も
学
会
に
所
属
し
て
い
る
）
58
（

。

韓
国
C
A
L
S
／
E
C
学
会
は
、
韓
国
C
A
L
S
／
E
C
協
会
や
韓
国
C
A
L
S
／
E
C
技
術
協
会
と
協
力
体
制
に
あ
り
、
三
つ
の
団

体
は
理
論
構
築
と
運
用
、
技
術
開
発
の
三
つ
の
役
割
を
果
た
し
な
が
ら
、
民
間
に
C
A
L
S
を
普
及
さ
せ
て
い
っ
た
。
そ
の
後
、
C
A
L
S

を
含
む
電
子
商
取
引
シ
ス
テ
ム
を
普
及
さ
せ
る
た
め
に
、
様
々
な
学
会
や
民
間
団
体
が
設
立
さ
れ
て
い
っ
た
が
、
一
九
九
六
年
に
創
設
さ
れ

た
三
つ
の
団
体
が
そ
の
後
も
中
心
的
な
役
割
を
果
た
し
て
お
り
、
一
九
九
六
年
に
は
C
A
L
S
普
及
の
体
制
は
出
来
上
が
っ
て
い
た
と
い

え
よ
う
。
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そ
の
後
、
乱
立
し
始
め
た
C
A
L
S
普
及
団
体
を
統
合
ま
た
は
協
力
さ
せ
る
努
力
が
始
め
ら
れ
た
。
韓
国
C
A
L
S
／
E
C
協
会
と

韓
国
C
A
L
S
／
E
C
技
術
協
会
は
、
二
〇
〇
八
年
五
月
に
韓
国
電
子
取
引
協
会
に
統
合
さ
れ
、
現
在
に
至
っ
て
い
る
。
ま
た
、
韓
国

C
A
L
S
／
E
C
学
会
は
、
一
九
九
九
年
か
ら
韓
国
電
子
取
引
学
会
と
な
っ
て
現
在
に
至
っ
て
い
る
が
、
電
子
商
取
引
に
関
す
る
学
会
は
、

他
に
も
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
電
子
商
取
引
学
会
と
電
子
商
取
引
学
会
が
設
立
さ
れ
て
い
た
。
し
か
し
、
こ
の
三
つ
の
学
会
は
、
他
の
関
連
学
会

も
あ
わ
せ
て
、
二
〇
〇
八
年
一
二
月
一
〇
日
に
知
識
産
業
情
報
連
合
学
会
を
創
設
し
、
お
互
い
に
知
識
を
共
有
す
る
よ
う
に
な
っ
た
）
59
（

。
こ
の

知
識
産
業
情
報
連
合
学
会
の
創
設
に
も
金
鐵
煥
は
尽
力
し
た
）
60
（

。
金
鐵
煥
は
、
国
防
部
と
他
の
省
庁
の
協
力
を
制
度
化
し
て
民
軍
共
同
に
よ
る

C
A
L
S
普
及
を
推
進
す
る
こ
と
は
で
き
な
か
っ
た
が
、
で
き
る
限
り
無
駄
を
省
く
た
め
に
各
団
体
の
調
整
を
す
る
こ
と
で
は
成
果
を
収

め
、
C
A
L
S
普
及
の
効
率
性
を
高
め
る
こ
と
に
あ
る
程
度
成
功
し
た
と
い
え
よ
う
。

ま
と
め

米
国
防
総
省
で
軍
事
技
術
と
し
て
開
発
さ
れ
た
C
A
L
S
は
、
現
在
で
は
社
会
に
不
可
欠
な
電
子
商
取
引
と
な
っ
て
、
世
界
中
に
普
及

し
て
い
る
。
韓
国
で
も
、
日
本
を
上
回
る
G
D
P
比
率
で
、
社
会
に
お
け
る
電
子
商
取
引
が
か
な
り
普
及
し
て
い
る
。
こ
の
韓
国
の
電
子

商
取
引
の
普
及
も
、
最
初
は
C
A
L
S
の
導
入
に
よ
っ
て
始
ま
っ
た
の
で
あ
る
。

C
A
L
S
の
導
入
で
は
、
金
鐵
煥
が
大
き
な
役
割
を
果
た
し
た
。
韓
国
に
C
A
L
S
を
最
初
に
導
入
し
た
の
は
金
鐵
煥
で
あ
る
。
軍
人

で
あ
る
金
鐵
煥
は
国
防
部
で
C
A
L
S
の
教
育
を
始
め
た
が
、
軍
事
技
術
の
民
間
移
転
や
民
軍
共
同
開
発
と
し
て
、
民
間
に
も
C
A
L
S

を
普
及
さ
せ
る
構
想
も
持
っ
て
い
た
。
ま
た
、
金
鐵
煥
は
、
実
際
に
国
防
部
で
民
間
人
に
対
す
る
C
A
L
S
教
育
を
実
施
し
て
お
り
、
そ

れ
が
韓
国
に
お
け
る
C
A
L
S
の
民
間
普
及
の
第
一
歩
で
も
あ
っ
た
。
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金
鐵
煥
が
民
軍
の
協
力
に
よ
っ
て
C
A
L
S
を
普
及
さ
せ
よ
う
と
し
た
の
は
、
無
駄
な
費
用
を
抑
え
て
、
効
率
よ
く
民
間
に
C
A
L
S

を
普
及
さ
せ
る
た
め
で
あ
っ
た
。
そ
れ
は
、
そ
れ
ま
で
に
金
鐵
煥
が
研
究
し
て
き
た
軍
事
技
術
の
民
間
移
転
の
構
想
に
沿
っ
た
も
の
で
あ
っ

た
。
日
本
の
事
例
に
も
あ
る
よ
う
に
、
軍
事
技
術
の
民
間
移
転
で
な
く
て
は
民
間
に
C
A
L
S
を
導
入
で
き
な
い
訳
で
は
な
い
が
、
普
及

事
業
で
の
効
率
性
を
高
め
る
た
め
に
は
、
軍
事
技
術
の
民
間
移
転
や
民
軍
共
同
開
発
が
望
ま
し
い
と
金
鐵
煥
は
考
え
て
い
た
。
金
鐵
煥
は
、

C
A
L
S
普
及
を
軍
事
技
術
の
民
間
移
転
の
モ
デ
ル
の
一
つ
に
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
た
と
い
え
よ
う
。

た
だ
し
、
金
鐵
煥
が
そ
の
目
的
を
達
し
た
と
は
言
い
難
い
。
ま
ず
、
制
度
的
な
民
軍
共
同
に
よ
る
C
A
L
S
普
及
と
い
う
金
鐵
煥
の
構

想
は
実
現
し
な
か
っ
た
。
国
防
部
は
最
初
か
ら
民
軍
の
共
同
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
反
対
し
て
い
た
し
、
民
間
で
の
普
及
が
始
ま
っ
た
後
で
も
、

民
間
で
の
C
A
L
S
普
及
に
協
力
し
よ
う
と
し
な
か
っ
た
。
ま
た
、
国
防
部
の
み
な
ら
ず
、
通
商
産
業
部
と
情
報
通
信
部
も
競
合
し
て
、

C
A
L
S
普
及
団
体
を
別
々
に
創
設
し
よ
う
と
し
た
。

金
鐵
煥
の
構
想
は
、
こ
う
し
た
省
庁
間
の
競
合
を
民
間
団
体
に
よ
っ
て
調
整
す
る
こ
と
で
、
あ
る
程
度
実
現
し
た
。
国
防
部
と
情
報
通
信

部
の
競
合
は
、
そ
の
傘
下
の
民
間
団
体
で
あ
る
韓
国
防
衛
産
業
振
興
と
会
韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
が
C
A
L
S
普
及
の
初
期
か
ら
共
同

セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
す
る
こ
と
で
、
あ
る
程
度
の
情
報
や
知
識
の
共
有
が
行
わ
れ
た
。
ま
た
、
通
商
産
業
部
と
情
報
通
信
部
の
競
合
は
、
そ
の

傘
下
の
民
間
団
体
で
あ
っ
た
韓
国
C
A
L
S
／
E
C
協
会
と
韓
国
C
A
L
S
／
E
C
技
術
協
会
が
実
際
に
は
同
じ
団
体
で
あ
っ
た
こ
と
で

調
整
さ
れ
て
い
た
。
国
防
部
を
は
じ
め
と
す
る
各
省
庁
が
制
度
的
に
協
力
し
て
C
A
L
S
を
普
及
さ
せ
る
こ
と
は
で
き
な
か
っ
た
が
、
民

間
団
体
に
よ
っ
て
、
知
識
の
共
有
や
組
織
の
融
合
が
図
ら
れ
、
無
駄
を
省
き
、
効
率
性
の
高
い
C
A
L
S
普
及
事
業
を
あ
る
程
度
は
実
現

で
き
た
と
い
え
よ
う
。

金
鐵
煥
は
、
軍
を
退
役
し
、
国
防
大
学
校
の
名
誉
教
授
と
な
っ
た
現
在
で
も
電
子
商
取
引
の
普
及
事
業
に
関
わ
っ
て
い
る
。
現
在
、
金
鐵

煥
は
、
韓
国
シ
ス
テ
ム
・
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
協
会
の
会
長
で
あ
る
が
、
韓
国
電
子
取
引
学
会
に
顧
問
と
し
て
在
籍
し
て
お
り
、
乱
立
し
た

電
子
商
取
引
関
係
の
学
会
が
知
識
を
共
有
す
る
た
め
の
知
識
産
業
情
報
連
合
学
会
の
創
設
に
も
尽
力
し
た
。
現
在
で
も
、
金
鐵
煥
は
、
電
子
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商
取
引
の
普
及
の
効
率
性
を
高
め
る
こ
と
に
関
心
を
持
ち
続
け
て
い
る
と
い
え
よ
う
。

も
ろ
ち
ん
、
金
鐵
煥
が
最
も
関
心
を
寄
せ
て
い
る
の
は
、
C
A
L
S
や
電
子
商
取
引
普
及
で
は
な
く
、
軍
事
技
術
の
民
間
移
転
や
民
軍

共
同
開
発
で
あ
っ
た
。
こ
の
金
鐵
煥
の
構
想
は
、
一
九
九
八
年
四
月
に
「
民
軍
兼
用
技
術
事
業
促
進
法
」
が
制
定
さ
れ
た
こ
と
で
、
実
現
に

向
か
っ
て
い
る
。
自
ら
の
論
文
で
も
、
こ
の
法
律
が
制
定
さ
れ
た
こ
と
で
「
科
学
技
術
部
と
国
防
部
、
情
報
通
信
部
、
産
業
資
源
部
が
共
同

で
民
軍
兼
用
技
術
事
業
を
促
進
す
る
た
め
に
関
連
法
規
お
よ
び
制
度
を
整
備
し
、
シ
ス
テ
ム
の
構
築
を
準
備
し
て
い
る
」
と
論
じ
て
お
り
、

こ
の
法
律
に
よ
っ
て
軍
事
技
術
の
民
間
移
転
や
民
軍
共
同
開
発
が
進
展
す
る
こ
と
を
期
待
し
て
い
た
）
61
（

。
韓
国
に
お
け
る
軍
事
技
術
の
民
間
移

転
や
民
軍
共
同
開
発
は
、
現
在
で
も
発
展
し
続
け
て
い
る
。

　
　
　

注

（
1
） 

C
A
L
S
は
、C

o
m

p
u

te
r A

id
e
d

 L
o

g
istics S

u
p

p
o

rt

の
意
味
で
始
ま
っ
た
が
、
後
に
、C

o
m

p
u

te
r aid

e
d

 A
cq

u
isitio

n
 an

d
 L

o
g

istic S
u

p
p

o
rt, 

C
o

n
tin

u
o

u
s A

cq
u

isitio
n

 an
d

 L
ife

-cy
cle

 S
u

p
p

o
rt, C

o
m

m
e
rce

 A
t L

ig
h

t S
p

e
e
d

 

と
変
遷
し
て
い
っ
た
。
こ
れ
そ
の
も
の
が
、
軍
事
用
の
み

な
ら
ず
、
社
会
全
般
に
普
及
し
て
い
っ
た
C
A
L
S
の
変
遷
を
示
し
て
い
る
。

（
2
） IC

T
 E

y
e

（F
re

e
 statistics o

f In
te

rn
atio

n
al T

e
le

co
m

m
u

n
icatio

n
 U

n
io

n
）, h

ttp
:/

/
w

w
w

.itu
.in

t/
IT

U
-D

/
IC

T
E

Y
E

/
In

d
icato

rs/
In

d
icato

rs.

asp
x

（acce
sse

d
 M

arch
 3

0
, 2

0
1
0

）.

（
3
） 

た
と
え
ば
、
桐
谷
圭
介
「
情
報
社
会
実
現
に
向
け
た
韓
国
政
府
の
取
り
組
み
」『
N
T
T
技
術
ジ
ャ
ー
ナ
ル
』
二
〇
〇
四
、一
六
巻
、
一
号

（
二
〇
〇
四
年
一
月
）
七
〇
―
七
三
頁
。

（
4
） 

二
〇
〇
四
年
に
比
べ
て
、
二
〇
〇
五
年
の
B 

to 

C
の
金
額
が
下
が
っ
て
い
る
が
、
経
済
産
業
省
商
務
情
報
政
策
局
に
問
い
合
わ
せ
た
と
こ
ろ
、



311 韓国の電子商取引における軍事技術の民間移転事業

調
査
方
法
を
品
目
単
位
か
ら
業
者
単
位
に
変
え
た
こ
と
に
起
因
す
る
と
の
回
答
を
得
た
。

（
5
） 「〈
電
子
商
取
引
市
場
規
模
日
米
比
較
〉
調
査
報
告
書
」（
経
済
産
業
省
商
務
情
報
政
策
局
、
二
〇
〇
五
年
三
月
）
七
七
頁
、〈h

ttp
:/

/
w

w
w

.m
e
ti.

g
o

.jp
/

p
o

licy
/

it_
p

o
licy

/
statistics/

o
u

tlo
o

k
/

2
0
0
5
n

ich
ib

e
i.p

d
f

〉（
二
〇
一
〇
年
四
月
九
日
ア
ク
セ
ス
）。

（
6
） 

盧
炯
晉
、
洪
性
贊
『
C
A
L
S
韓
国
・
外
国
事
例
研
究
』（
ソ
ウ
ル
、
韓
国
言
論
資
料
刊
行
会
、
一
九
九
七
年
）
二
〇
九
頁
。

（
7
） 

花
田
光
世
、
武
藤
佳
恭
、
菊
田
昌
弘
『
C
A
L
S
産
業　

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
時
代
の
企
業
戦
略
』（
株
式
会
社
ジ
ャ
ス
ト
シ
ス
テ
ム
、
一
九
九
五
年
）

三
三
―
三
四
頁
。

（
8
） 

金
鐵
煥
「
韓
国
で
の
C
A
L
S
具
現
方
向
」『
E
D
I
ワ
ー
ル
ド
』
九
四
年
春
号
、
第
一
一
号
（
一
九
九
四
年
五
月
）
三
九
頁
。

（
9
） 

後
藤
明
也
『
C
A
L
S
構
想
――
デ
ー
タ
は
一
度
作
り
、
何
度
も
使
う
』（
生
産
性
出
版
、
一
九
九
五
年
）
一
五
―
一
七
頁
。U

n
ite

d
 S

tate
s 

G
e
n

e
ral A

cco
u

n
tin

g
 O

ffi
ce

, D
efen

se A
D

P
 m

icroform
: a

 coord
in

a
ted

 stra
tegy is n

eed
ed

 to im
p
lem

en
t th

e C
A

L
S

 in
itia

tive: rep
ort to 

th
e C

h
a

irm
a

n
, S

u
bcom

m
ittee on

 R
ea

d
in

ess, C
om

m
ittee on

 A
rm

ed
 S

ervices, W
ash

in
g

to
n

, D
.C

., U
n

ite
d

 S
tate

s G
e
n

e
ral A

cco
u

n
tin

g
 

O
ffi

ce
, S

e
p

te
m

b
e
r 1

9
9
1
, p

.1
0
.

（
10
） 

後
藤
龍
男
、
難
波
田
愈
『
C
A
L
S
が
わ
か
る
本
』（
日
本
能
率
協
会
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
セ
ン
タ
ー
、
一
九
九
五
年
）
一
八
頁
。

（
11
） 

石
黒
憲
彦
、
奥
田
耕
士
『
C
A
L
S　

米
国
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
脅
威
』（
日
刊
工
業
新
聞
社
、
一
九
九
五
年
）
五
〇
頁
。

（
12
） 

金
鐵
煥
「
韓
国
で
の
C
A
L
S
具
現
政
策
方
向
」『
国
防
研
究
』 

第
三
七
巻
第
一
号
（
一
九
九
四
年
七
月
）
一
二
三
頁
。U

n
ite

d
 S

tate
s G

e
n

e
ral 

A
cco

u
n

tin
g

 O
ffi

ce
, op

.cit., p
.1

0
, 1

8
.

（
13
） 

金
鐵
煥
「
国
防
C
A
L
S
具
現
事
例
」『
情
報
処
理
』
第
四
巻
第
一
号
（
一
九
九
七
年
一
月
）
一
一
三
頁
。

（
14
） 「
筆
者
に
よ
る
金
鐵
煥
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
」（
二
〇
〇
九
年
一
一
月
一
九
日
）。

（
15
） 

同
上
。

（
16
） 

安
秉
吉
・
編
『
防
振
会
二
〇
年
史
』（
ソ
ウ
ル
、
韓
国
防
衛
産
業
振
興
会
、
一
九
九
六
年
）
六
一
頁
。

（
17
） 

前
掲
「
筆
者
に
よ
る
金
鐵
煥
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
」。

（
18
） 

同
上
。

（
19
） 

金
鐵
煥
「
科
学
技
術
の
発
展
と
韓
国
安
保
」『
国
防
研
究
』 

第
二
八
巻
第
二
号
（
一
九
八
五
年
五
月
）
二
七
三
―
二
七
四
頁
。

（
20
） 

金
鐵
煥
「
防
衛
産
業
の
技
術
進
歩
効
果
分
析
」『
教
授
論
叢
』
第
二
輯
（
一
九
九
三
年
）
三
〇
五
頁
。
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（
21
） 

金
鐵
煥
「
国
防
と
民
間
研
究
開
発
の
連
携
構
築
方
案
」『
国
防
研
究
』 

第
三
三
巻
第
一
号
（
一
九
九
〇
年
六
月
）
一
四
九
―
一
七
六
頁
。

（
22
） 
金
鐵
煥
「
国
防
科
学
技
術
の
民
需
化
推
進
法
案
」『
国
防
研
究
』
第
三
七
巻
第
二
号
（
一
九
九
四
年
一
二
月
）
一
四
七
―
一
八
四
頁
。

（
23
） 
柳
勇
元
（
音
訳
）「
防
産
危
機
」『
朝
鮮
日
報
』（
一
九
九
四
年
一
一
月
二
三
日
）、「
防
衛
産
業
構
造
調
整
至
急
だ
」『
世
界
日
報
』
一
九
九
四
年

一
一
月
二
八
日
。
前
掲
「
筆
者
に
よ
る
金
鐵
煥
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
」
で
、
新
聞
で
取
り
上
げ
ら
れ
た
こ
と
が
、
政
府
か
ら
注
目
さ
れ
た
契
機

で
あ
っ
た
と
金
鐵
煥
も
回
想
し
て
い
た
。

（
24
） 

金
鐵
煥
、
韓
忠
源
「
民
軍
兼
用
技
術
事
業
の
効
率
的
推
進
方
案
研
究
――
民
軍
科
学
技
術
情
報
交
流
体
制
を
中
心
に
――
」『
教
授
論
叢
』
第

一
四
輯
（
一
九
九
八
年
）
一
七
五
―
二
一
四
頁
。

（
25
） 

金
鐵
煥
、
前
掲
「
国
防
科
学
技
術
の
民
需
化
推
進
法
案
」、
一
六
七
頁
。

（
26
） 

同
上
、
一
四
八
頁
。

（
27
） 

金
鐵
煥
、
前
掲
「
韓
国
で
の
C
A
L
S
具
現
政
策
方
向
」、
一
四
六
頁
。

（
28
） 

前
掲
「
筆
者
に
よ
る
金
鐵
煥
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
」。

（
29
） 

石
黒
、
奥
田
、
前
掲
、
九
四
―
九
五
頁
。

（
30
） 

水
田
浩
「
日
本
に
お
け
る
C
A
L
S
の
現
状 C

A
L

S
 IN

 JA
P

A
N

」、C
A

L
S

 JA
P

A
N

: p
roceed

in
gs. 1

9
9
4
- W

h
a
t is C

A
L

S
? T

h
e 1

st in
tern

a
tion

a
l 

con
feren

ce a
n

d
 exh

ibition
 on

 C
A

L
S

 in
 Ja

p
a

n
,  

日
本
電
子
工
業
振
興
協
会
、
一
九
九
四
年
、S

P
1

―2

（5

）.

（
31
） 

日
本
電
子
工
業
振
興
協
会
編
「
C
A
L
S
の
研
究
に
関
す
る
調
査
報
告
書
」（
日
本
電
子
工
業
振
興
協
会
、
一
九
九
四
年
三
月
）。

（
32
） 

石
黒
、
奥
田
、
前
掲
、
九
九
―
一
〇
〇
頁
。

（
33
） 

日
刊
工
業
新
聞
特
別
取
材
班
『
日
本
の
C
A
L
S
』（
日
刊
工
業
新
聞
社
、
一
九
九
五
年
）
二
九
―
三
〇
頁
。

（
34
） 

日
本
電
子
工
業
振
興
協
会
編
「
C
A
L
S
の
研
究
に
関
す
る
調
査
報
告
書
」（
日
本
電
子
工
業
振
興
協
会
、
一
九
九
七
年
三
月
）
四
二
頁
。

（
35
） 

日
刊
工
業
新
聞
特
別
取
材
班
、
前
掲
、
三
六
頁
。

（
36
） 

加
藤
廣
『
C
A
L
S
の
お
は
な
し
――
電
子
商
取
引（
E
C
）を
C
A
L
S
で
支
え
る
――
』（
日
本
規
格
協
会
、
一
九
九
九
年
）
一
八
頁
。

（
37
） 

金
圭
洙
は
、
一
九
九
二
年
に
米
C
A
L
S
・
エ
キ
ス
ポ
で
初
め
て
C
A
L
S
を
知
っ
た
と
い
う
。
金
興
﹇
音
訳
﹈「
C
A
L
S
／
高
速
交
易
（
朝

鮮
日
報
情
報
化
運
動
二
三
―
一
）」『
朝
鮮
日
報
』（
一
九
九
五
年
九
月
六
日
）。

（
38
） 

韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
『
韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
一
〇
年
の
足
跡
』（
ソ
ウ
ル
、
韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
、
一
九
九
七
年
）
三
〇
八
頁
。
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（
39
） 

前
掲
「
筆
者
に
よ
る
金
鐵
煥
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
」。

（
40
） 
日
本
電
子
工
業
振
興
協
会
編
、
前
掲
「
C
A
L
S
の
研
究
に
関
す
る
調
査
報
告
書
」（
一
九
九
四
年
三
月
）
二
五
頁
。

（
41
） 
韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
編
纂
委
員
会
『
K
A
I
T
二
〇
年
の
足
跡
、
世
界
に
、
未
来
に
』（
ソ
ウ
ル
、
情
報
M
&
B
、
二
〇
〇
七
年
）
三
六
五

頁
。

（
42
） 

同
上
、
二
六
二
頁
。
金
興
、
前
掲
で
は
、
C
A
L
S
委
員
会
と
な
っ
て
い
る
が
、
C
A
L
S
分
科
委
員
会
の
誤
り
と
考
え
ら
れ
る
。

（
43
） 

韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
、
前
掲
、
二
六
五
―
二
六
六
頁
。
ま
た
、
C
A
L
S
分
科
委
員
会
の
設
立
時
期
が
、
こ
こ
で
は
一
九
九
三
年
と
な
っ

て
い
る
が
、
韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
に
よ
る
と
、
誤
り
で
あ
る
。
ま
た
、
一
九
九
四
年
に
C
A
L
S
分
科
委
員
会
を
C
A
L
S
協
議
会
に
拡

大
改
編
し
た
と
あ
る
が
、
他
の
文
献
で
事
実
関
係
を
確
認
で
き
な
か
っ
た
。

（
44
） 

韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
、
前
掲
、
二
六
五
―
二
六
六
頁
。

（
45
） 

前
掲
「
筆
者
に
よ
る
金
鐵
煥
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
」。

（
46
） 

同
上
。

（
47
） 「
C
A
L
S 

示
範
事
業
者
来
年
一
月
中
選
定
」『
京
鄕
新
聞
』（
一
九
九
五
年
一
一
月
七
日
）。

（
48
） 「
韓
国
C
A
L
S
／
E
C
協
会
創
立
総
会
開
催
」（
一
九
九
六
年
一
月
一
六
日
）、〈h

ttp
:/

/
e
p

ic.k
d

i.re
.k

r/
e
p

ic/
e
p

ic_
vie

w
_
so

u
rce

.jsp
?n

u
m

=
 

1
5
0
&

m
e
n

u
=
3

〉（
二
〇
一
〇
年
四
月
五
日
ア
ク
セ
ス
）。

（
49
） 「
韓
国
C
A
L
S
／
E
C
技
術
協
会
創
立
総
会
開
催
」（
一
九
九
六
年
二
月
一
六
日
）、〈h

ttp
:/

/
e

p
ic

.k
d

i.re
.k

r/
e

p
ic

/
e

p
ic

_
v
ie

w
_

so
u

rc
e

.

jsp
?n

u
m

=
8
6
4
&

m
e
n

u
=
2

〉（
二
〇
一
〇
年
四
月
五
日
ア
ク
セ
ス
）。

（
50
） 「
C
A
L
S 

技
術
協
出
帆
」『
韓
国
経
済
』（
一
九
九
六
年
二
月
一
六
日
）

（
51
） 

韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
、
前
掲
、
二
六
七
頁
。

（
52
） 

前
掲
「
筆
者
に
よ
る
金
鐵
煥
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
」。

（
53
） 

韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
編
纂
委
員
会
、
前
掲
、
三
八
四
頁
。

（
54
） 

韓
国
情
報
通
信
振
興
協
会
、
前
掲
、
二
三
七
頁
。

（
55
） 「
韓
国
電
子
取
引
学
会
沿
革
」〈h

ttp
:/

/
calse

c.o
r.k

r/
calse

csu
b

4
.h

tm

〉（
二
〇
一
〇
年
四
月
五
日
ア
ク
セ
ス
）。

（
56
） 「
韓
国
C
A
L
S
．
E
C
学
会
出
帆
」『
電
子
新
聞
』（
一
九
九
六
年
二
月
二
三
日
）、〈h

ttp
:/

/
w

w
w

.e
tn

e
w

s.c
o

.k
r/

n
e

w
s/

d
e

ta
il.h

tm
l?id

=
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1
9
9
6
0
2
2
3
0
0
0
8

〉（
二
〇
一
〇
年
四
月
五
日
ア
ク
セ
ス
）

（
57
） 『
韓
国
C
A
L
S
／
E
C
学
会
誌
』
は
、
一
九
九
九
年
か
ら
『
韓
国
電
子
取
引
（
C
A
L
S
／
E
C
）
学
会
誌
』（
年
三
回
）、
二
〇
〇
三
年
か
ら

は
『
韓
国
電
子
取
引
学
会
誌
』（
年
四
回
）
に
な
っ
た
。

（
58
） 

前
掲
「
筆
者
に
よ
る
金
鐵
煥
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
」
と
前
掲
「
韓
国
電
子
取
引
学
会
沿
革
」
を
参
照
。
な
お
、
年
二
回
の
学
術
大
会
の
内
、
一

つ
は
国
際
大
会
で
あ
り
、
も
う
一
つ
は
国
内
大
会
で
あ
る
。

（
59
） 「
知
識
情
報
産
業
連
合
学
会
初
代
会
長
に
孫
秉
斗
総
長
」『
東
亜
日
報
』（
二
〇
〇
八
年
一
二
月
一
一
日
）。

（
60
） 

前
掲
「
筆
者
に
よ
る
金
鐵
煥
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
」。

（
61
） 

金
鐵
煥
、
韓
忠
源
、
前
掲
、
一
七
五
頁
。




